
（単位：千円）

◆ 一般会計（第６号）[議案第８３号]

・地方特例交付金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １,４９１

減収補填特例交付金の交付額決定による減  ▲１１,３１０

定額減税減収補填特例交付金の交付額決定による増 １２,８０１

・地方交付税 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７８,２１４

・国庫支出金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５,０３８

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金(補助率10/10) ２０,９３２

地域少子化対策重点推進交付金(補助率2/3) ４,１０６

・県支出金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２,９１７

過年度精算金(生活保護費負担金)(負担率定額) ９,６７０

市町村福祉医療システム制度改正対応改修費補助金(補助率1/2) １,０００

新規就農総合支援事業費補助金(補助率10/10) ２,２４７

・寄附金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７７,０００

ポイント➊ ふるさとあげお応援基金寄附金の増

・繰入金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ▲３３８,２７８

財政調整基金繰入金の減  ▲４７９,７０５

精算に伴う介護保険特別会計繰入金の増 １４１,４２７

・繰越金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８３,８３１

歳入歳出補正額 ６４０,２１３

普通交付税の交付額決定による増

➊本市に対する「ふるさと納税寄附額」が当初の想定よりも上回ることが見込

まれるため、関連する歳入歳出予算を増額

＜歳入＞ ふるさとあげお応援基金寄附金 ２７７，０００千円

＜歳出＞ ふるさとあげお応援事業(返礼品等経費) １３４，８５６千円

➋妊娠や子育てに関する産婦人科医や小児科医等のオンライン相談について、

利用実績を踏まえ、相談委託料を増額 ６，１６０千円

歳 入

ポイント

補正前額 ８９，４８６，７５３

補正後額 ９０，１２６，９６６

令和７年度９月補正予算の概要【上尾市】
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４４４,２０３

・ふるさとあげお応援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３４,８５６

・ふるさとあげお応援基金管理事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４７,５１４

・過年度国県支出金等返還金管理事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６１,７１６

・市長選挙事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１７

１４０,３８８

・障害福祉システム運用管理事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５,８７４

・介護施設整備費等補助事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０,９３２

・生活保護世帯扶助事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１３,５８２

５３,３７５

・オンライン子育て支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６,１６０

・予防接種事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７,２１５

２,２４７

・農業後継者育成事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２,２４７

◆ 介護保険特別会計（第１号）[議案第８４号]

02 総務費

ポイント➊ ふるさと納税寄附額の増額見込に伴い、返礼品等の経費
及び基金積立金を増額計上

選挙運動用ビラ及びポスター作成の公費負担額の増

過年度に交付された国県支出金の確定による返還金の増

03 民生費

重度心身障害者医療費助成制度の対象者拡大に伴う障害福祉システムの改
修を実施

過年度に交付された国県支出金の確定による返還金を計上

04 衛生費

認知症高齢者グループホーム等が実施する空調設備等の改修費用を補助

令和６年度決算に基づく事業費の精算

05 農林水産業費

認定新規就農者の機械・施設等の導入費用を補助

歳入歳出補正額 ７９９,６４７

ポイント➋ 参照

HPVワクチンの経過措置延長に伴う追加接種費用を増額計上

歳 出

補正前額 ２２，０９８，０００

補正後額 ２２，８９７，６４７
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◆ 水道事業会計（第２号）[議案第８５号]

〈債務負担行為〉

◆ 公共下水道事業会計（第２号）[議案第８６号]

〈債務負担行為〉

水道検針及び水道料金・下水道使用料徴収業務について、令和8年度当初から業務を行うために令和7
年度中に契約する必要があるもの

公共下水道ポンプ場維持管理運転業務について、令和8年度当初から業務を行うために令和7年度中
に契約する必要があるもの
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